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　本報告の目的は、独立後のウズベキスタンの教育改革について教育制度論の観点から分析

し、高等教育制度の現状および課題について明らかにすることである。ウズベキスタンにお

ける教育改革は、ウズベキスタンの法律と大統領令、閣僚会議（Vazirlar Mahkamasi）の決定

をもとにして行われている。憲法により、国民の代表として活動できるのは、国民によって

選出された最高会議（Oliy Majlis）と、共和国大統領だけである。本報告において、独立後、

すなわち初代および第二代大統領の政権期の教育改革について分析し、高等教育分野が約

30年間でどのように変化し、また、中等教育改革が進んだ中、なぜ高等教育への進学率が

10％にも達しない状況が生じたかについて、考察する。

　トフタミルザエヴァ［2016: 34–40］は、独立後のウズベキスタンの初等および中等教育改

革について 4段階に分けて分析している。報告者は、初等および中等教育改革が重視される

一方で、高等教育分野においてはどのような変容が見られたかを明らかにし、独立後の高等

教育制度の全体像を描くため、2016年から現在までに第二代大統領であるミルジヨエフの

下で実施されている教育改革を含め、5段階に分けて分析する。具体的には、初代のカリモ

フ大統領の政権期の教育改革を「準備期」（1991– 1995）、「始動期」（1995– 2001）、「発展期」

（2001– 2005）、「調整期」（2005– 2016）とし、ミルジヨエフ大統領の下で行われている改革を 

「改善期」（2016 –）とする。

　1991年に独立を宣言したウズベキスタンは、新社会の構築と経済発展を目指し、1992年

より市場経済へ移行する方針を採択した。市場経済への移行期において、ウズベキスタン政

府は、教育制度の再構築、教育の全段階における新制度への完全移行を行わなければならな

くなり、中等および高等教育という場で時代の変化に対応できる人材養成などの教育課題に

直面した。こうした問題意識から、1992年の「教育法」に続いて、1997年には「改正教育法」

とともに、段階的な改革を想定した「国家人材養成プログラム」を策定し、実施した。中等

教育制度の再編の結果、国民の中等教育への進学率が 99%に達した。それに対し、2016年

の高等教育への進学率はわずか 9％で、地域的にも国際的にも低い水準であった。つまり、
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出願者が入学資格を獲得するために競争し、高等教育機関が出願者のために競争するのでは

なかった。独立後、中等教育修了者の 10人の内 9人が大学に進学できなかった一方で、高

等教育の需要は高く、大学の募集定員 1人に対して 6人以上の競争率があった。

　独立後、高等教育機関の数は増加しつつあった。具体的には 1991年の 43校から 2015年

に 69校に増加した。一方、学生数は減少し、独立直前の 340,920人に対し、2016年は

279,674人であった。学生数が減少した主な理由として以下のことが挙げられる。

 • 独立直後は高等教育の昼間部と夜間部、通信部があり、これら 3部に学生を受け入れてい

たが、1995年より夜間部の学生受け入れが停止された［Brunner, et al. 2007: 159］。

 • 1996年より全面的にマーク方式の入試制度へ移行した。

 • 高等教育を有償化し、国費と私費から成る学費制度を導入した。

 • 後期中等教育を中心に 3年間の無償職業教育を導入した。

　1991年から 2016年までの 4段階の教育改革を分析した結果にもとづき、2016年以降の「改

善期」の高等教育制度上の課題を大きく 3つに分けて考えてみたい。まず強調すべきなのは、

高等教育機関の学生受け入れ枠の問題である。第二に、高等教育および人材の質的な問題で

ある。2011– 2012学年度には、高等教育機関の教員の内、博士号の学位を持つ者は 32％にす

ぎなかった。第三に、高等教育機関の自主性や自律性を損なうような、中央支配的な管理が

行われてきたことである。

　「改善期」において高等教育機関への学生受け入れ制度が包括的に改善され、2020年まで

に進学率を 20％以上に引き上げるという目的は達成された。このような数値目標ばかりが

重視され、教育の質の管理や質保証が遅れている。学生受け入れ枠が増やされたことは、教

育を受けることを希望する若者に高等教育への道を開いたと言える。しかし、学生受け入れ

枠の増加は、今後、教育と育成される人材の質が下がるという結果をもたらす可能性がある。

したがって、これからの教育政策では教育課程や研究活動の質向上にも注目する改善措置が

必要である。

　今回は、ウズベキスタンにおける国家教育政策を中心に調査を行い、高等教育の課題につ

いて考察した。今後、さらに独立直後の中央アジアの各共和国間でどのような違いがあった

のかについても検討し、ウズベキスタンの教育制度の特質をより明確にしたい。
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